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社会福祉法人ときわ福祉会 

中・長期計画 

 
＜平成 30年 4月 1 日～平成 35年 3月＞      

 

１． 計画策定の目的 

社会福祉法人ときわ福祉会は、創設10年を経過しているが、今後の取組みについて

の法人（園）の中長期についての計画を以下のように策定する。 

今日の日本においては、少子高齢社会の進行のもと、児童福祉分野においては、深

刻化している児童虐待等の社会的養護問題とともに、待機児童問題が喫緊の課題とし

て議論されている。課題解決に向けてのさまざまな施策が打ち出される中、近時には

「子ども子育て関連3法」が本格施行されるなど新たな制度・施策が打ち出されており、

福祉を取り巻く環境も大きく変化している。 

これらの状況を踏まえ、「ときわ福祉会」は、法人のあるべき将来像を模索すると共

に、法人としての一層の組織力強化を図り、環境の変化に柔軟に対応出来る経営と地域

住民の福祉向上に資する適切なサービスを提供することを目指して、中期及び長期に

向けた活動計画を策定する。 

特に社会福祉法人ときわ福祉会（「ひがし保育園」）が基本理念に掲げる、『こどものた

ちの「育つ力」を最大限に引き出し、支え、自らを「愛される存在」「大切な存在」として認

識し、高い自己概念・自尊感情・自己肯定感をもって成長していくための土台をつくり育

む』ための保育理念と方針の実現に向けて、その目的が達成できるように「中長期計画」

（計画期間：中期平成30年から平成32年の3年間及び平成35年までの5年間）を策定し、

年次ごとにその到達度を確認していく。 

 

２．計画策定にあたっての基本的な考え方 

① 法人の設立及び「ひがし保育園」の今日に至るまでの取組みに対する振り返りや評

価を通して、新たな視点を踏まえながら、ときわ福祉会の基本理念に則った歩むべき

方向を示す計画とする。 

 

② この計画の策定にあたっては、保育ニーズの多様な変化に対応した児童福祉とし 

ての役割を持つ保育施設である「ひがし保育園」としての特性を活かしながら地域

社会にさらに貢献ができるようにする。 

さまざまな制約や課題をクリアしながら、5年後・１０年後においても、明るく希望の

持てる社会福祉法人ときわ福祉会「ひがし保育園」であるためにも、今後さらに重点

的に取り組まなければならない課題の方向を示す計画となるよう策定する。 

 

③社会福祉法人立の保育事業の施設にとどまることなく、 地域福祉の拠点としての

役割が果たせるよう、福祉的な啓発に努め、地域との相互連携や情報発信の場とる

よう、効率的・効果的に機能しうる計画とする。 
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３．計画の構成 

計画の構成は、第現在の中期3年（平成30年～平成32年）及び長期3年（平成33年

～平成35年）年を第1期計画として、これまでの取り組みの進捗状況を整理するとと

もに、第２期計画については、第１期計画よりも、より具体的に計画性をもった数値目

標を掲げた内容の計画とする。 

 

４．重点事項 ＜取り組むべき目標と計画＞ 

 

 １）社会福祉法人制度への対応とガバナンスの推進 

 

   ① 経営組織のガバナンスの強化 

    ・法人の経営理念等の明確化 

    ・組織統治機能の強化  

 ・業務執行機能の強化  

 

      ② 経営と事業運営の透明性の向上 

・サービスと質の向上の取り組み 

・職員に対する倫理教育の充実 

・苦情解決・相談体制の整備 

・サービスの自己点検と改善 

・第三者による評価の受審 

 

   ③ 諸規程の見直しと整備及び人材の育成 

    ・新しい制度改革に基づいた諸規程の整備 

    ・コンプライアンス（法令等遵守）の徹底 

・既存の規程についての整合性の観点からの見直し 

・人材育成制度の構築、キヤリアパス、リーダー層の育成 

・体系的な研修プログラムの構築（PDCAの実践） 

 

      ④ 財務規律の強化 

    ・社会福祉法人会計基準に関する体制の整備 

 ・適正かつ公正な支出管理と財務計画の策定 

    ・財務状況の把握、正確な計算書類の作成 

    ・職務権限・役割の明確化及び会計監査人の配置 

 

   ⑤ 地域における公益的な取り組み 

    ・地域のニーズの把握と地域を活性化する取組み（合同研修・共同行事等） 

    ・地域を包括する公益的取り組みの推進（子育て支援、見守り、相談事業等） 

    ・施設機能の活用（園庭開放）と地域活性化のための取組み 

    ・実習生及びボランティアの育成と活動支援 
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２）事業所における施設整備等 

① 建物関係・大規模修繕等 

    ・開設から10年を経過する保育園の建物関係の補修を計画的に行う。 

 

② 機械・器具等の買い替え、新規購入等 

    ・耐用年数を超える機械・器具の買い替えを計画的に行う。 

 

③ 備品等の買い替え、新規購入等 

    ・買え替えの必要な備品類についての計画的購入 

 

３）人材の育成と確保 

① 人材確保の計画 

     ・福祉人材の確保のために、養成校（短大等）との連携を密にして実習生やボ

ランティアを積極的に受け入れ、人材確保に繋げる。 

 

② 人材育成の計画 

     ・人材の育成は、系統的な研修計画のもとに、外部研修や内部研修による資質

向上とともにキャリアパスを見据えた人材育成に努める。併せて将来の法人

経営・施設運営を担える人材を育成する。 

 

４）財務計画 

     ① 財務規律の強化 

      ・適正かつ公正な支出管理と財務計画の策定を行えるようにする。 

 

    ② 会計組織の整備と運用 

      ・会計管理体制、会計組織の整備に努め、具体的な積算資料の作成に基づき、

月次試算表の作成や経理事務がスムーズに行えるようしにしていく。 

 

    ③ 予算・決算管理制度の整備と運用状況の把握 

      ・具体的な予算積算資料を作成する体制を整え、決算業務に関しても業務分

担、承認者を決めるなどの体制を整備していく。 

 

５）地域貢献 

① 地域貢献活動（公益事業の新規実施・拡充に向けた取り組み） 

     ・保育園は、保育所利用児童に限らず地域全体の子育て家庭への支援の取り

組みが求められている、元来、保育所は地域社会の中でもっとも身近な児童

福祉施設であり、育児に関する専門的な知識・技術を有した専門職集団の集

まりでもある。 
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・社会に向かって専門的機能を提供できるよう、本園においても、本園にも、育

児経験や育児相談のノウハウを持った「地域貢献支援員」が数名いるが、そう

した技能を持っ保育士が地域社会でも活動できるような体制を整備していき

たい。 

 

② 実習生・ボランティアの受け入れ 

      ・実習生は、実習生を通していろいろな状況や課題に遭遇しながらも現場の保 

育者の実践的な取組みを見習い学びながら、保育者として求められる資質 

や能力、技術を習得していくことになる。 

それゆえ、実習生を受け入れる保育園においても、車の両輪のごとく養成

校と連携・協力しながら次世代育成を担う有能な保育士の養成の一端を担う

ことが社会的責務ともなっている。 

 

・受入れ園は、実習生に対して適切な助言や指導を行うためにも、しっかりした 

「実習生受入れ指導マニュアル」を整備して、効果的な指導ができるよう、マ

ニュアル内容の周知を図り、受け入れ体制を整備していくように努める。ま

た、ボランティアについても、積極的に受け入れができるように努める。 

 

③ 地域行事への参加 

     ・地域が主体となって創設された保育園として、地域（人権協会や老人クラブ

及び町内会）が行う行事やセミナー等に積極的に参加したり、保育園主催の

行事に地域の方々を招待するなど地域住民との交流を積極的に推し進めて

いく。 

    

６）防災対策 

① 防災体制の確立 

   ・本園に対応した保育園向け防災マニュアルを作成し、消防計画による避難訓練 

の実施だけでなく、保育園での全般的な災害対応の基本的事項の周知や職

員の組織体制及び災害発生時の具体的な行動手順等をしっかり定めて関係

者の共通認識のもと、防災訓練等を通じて検証しながら、速やかに対応できる

ような体制を確立していく。 

   

 

７）その他 

① 的確な経営状況の把握 

   ・社会福祉法人は、公益性の高い社会福祉事業を主たる事業とする非営利法人 

であり、その非営利性・公益性に鑑み、適正な運営の確保について説明責任を

果たす必要がある。それゆえ、事業運営の透明性の確保のために、財務諸表・

現況報告書・役員報酬基準等を情報開示していく。 
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・財務諸表の活用によって経営状況の把握を行うとともに、事業の効率化や安定 

性を見極めていく。また、新たな会計基準に基づき適切な会計処理を行い信頼 

や透明性の確保に努める。  

 

   ② 積極的な情報公開と透明性の確保 

・ホームページ等を積極的に活用し、財務諸表等法人の事業経営の状況を開示 

していく。 

 

・ 監事監査・自主（外部）監査を積極的に促進するとともに、園における自己点検

評価活動を定期的に行いながら、第三者評価についても積極的に受け入れ、そ

の評価を開示しサービスの質の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 


